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当社連結子会社によるタイ非連結子会社設立、子会社株式の追加取得及び商号変更等に関するお知らせ 

 

当社は、本日付の取締役会において、当社の 100%子会社である tripla Singapore Pte. Ltd. （以下

「tripla Singapore 社」と言います。）が、タイに非連結子会社 tripla Thai Holdings Co., Ltd.（以

下「tripla Thai Holdings 社」と言います。）を設立すること、また、tripla Singapore 社の非連結子

会社である ENDURANCE TECHNOLOGY SOLUTION COMPANY LIMITED（以下「Endurance Thailand 社」と言いま

す。）の株式を tripla Singapore 社と tripla Thai Holdings 社が追加取得すること、Endurance Thailand

社の商号を tripla (Thailand) Co., Ltd.（以下「tripla Thailand 社」と言います。）に変更すること

を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、当該案件は適時開示基準に該当しま

せんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものであります。 

 

１．子会社の設立の目的 

当社は、宿泊業界に特化した SaaS 型のサービスとして、自社予約比率向上と会員獲得を支援する

予約エンジン「tripla Book」、AI チャットボット「tripla Bot」、宿泊施設に特化した CRM・マー

ケティングオートメーションサービス「tripla Connect」、広告運用代行サービス「tripla Boost」

等を提供しており、東アジア・東南アジアを中心とした事業拡大を進めております。 

現在、当社グループのタイ事業は、当社子会社である tripla Singapore 社が 47.0%を所有する非

連結子会社である Endurance Thailand 社を通じて、運営しております。Endurance Thailand 社の持

分比率を高めることを目的とし、新たにタイに持株会社 tripla Thai Holdings 社を設立するととも

に、当該会社及び tripla Singapore 社による Endurance Thailand 社の追加株式を取得する意思決

定をいたしました。これらの手続が完了後、当社グループにおけるタイ法人の持分比率は 74.0%とな

る予定です。 

具体的には、以下の手順にて実行を予定しております。 

① 中間持株会社 tripla Thai Holdings 社の設立 

当社の子会社である tripla Singapore 社が 49.0%を出資するとともに、当社のタイの現地パー

トナーである YC Capital Co., Ltd.が 48.0%を出資し、TOYO Business Capital Co., Ltd.が 3.0%

を出資することで、共同でタイに法人を設立する予定です。 

② tripla Thai Holdings 社による Endurance Thailand 社の株式 51.0%の追加取得 

Endurance Thailand 社の株式は、現在、当社の連結子会社である tripla Singapore 社が 47.0%

所有するとともに、残りの 53.0%については個人株主３名が所有しております。個人３名の内、１

名が所有する 51.0%の株式について、新設する tripla Thai Holdings 社が取得する予定です。 

③ tripla Singapore 社による Endurance Thailand 社の株式 2.0%の追加取得 

 Endurance Thailand 社の株式を所有する個人３名の内、他２名が所有する合計 2.0%の株式につ

いて、tripla Singapore 社が追加取得する予定です。 

④ Endurance Thailand 社の社名変更 

Endurance Thailand 社の社名を「tripla (Thailand) Co., Ltd.」（以下「tripla Thailand 社」

と言います。）に変更する予定です。当該社名変更の手続については、①、②、③と同時並行で進

めるため、現地の公的手続の進捗により、順序が変更となる可能性がございます。 

これらの手続により、Endurance Thailand 社（tripla Thailand 社）の持分比率を高めることで、

グループとして一層の経営統合と戦略的な展開強化を図るものです。 
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プロセスを図示したものは下記のとおりです。なお、各図は当社のグループ会社すべてを記載し

たものではなく、当社グループの内、東南アジア地域の関係会社のみを記載したものとなります。 

 

本日時点 

 
 

① 中間持株会社 tripla Thai Holdings 社の設立後 

 

 
 

② tripla Thai Holdings 社による Endurance Thailand 社の株式 51.0%の追加取得 
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③ tripla Singapore 社による Endurance Thailand 社の株式 2.0%の追加取得 

 

 
 

④ Endurance Thailand 社の社名変更 

 

 
 
(注)１．tripla Philippines: tripla Philippines Technologies Inc.(本社：フィリピン)。

当社グループで 100.0%所有。 

  ２．tripla BookandLink Indonesia: PT. tripla BookandLink Indonesia（本社：インド

ネシア）。当社グループで 100.0%所有。 

 

 

２．子会社の概要 

①設立する子会社の概要 
（1） 名 称 tripla Thai Holdings Co., Ltd. (予定) 
（2） 所 在 地 Phrakhanong Tai Sub-district, Phrakhanong District,Bangkok, 

10260, Thailand 
(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Director 高橋 和久 

Director Yuwadee Charoenporn 
（4） 事 業 内 容 子会社管理 
（5） 資 本 金 800,000THB (予定) 
（6） 設 立 年 月  未定(注１) 
（7） 大 株 主 及 び 持 株 比 率   tripla Singapore 社：49.0% 

YC Capital Co., Ltd.：48.0% 
Toyo Business Capital Co., Ltd.：3.0% 

(注)１．現地の公的機関への設立手続が完了次第、設立となります。本提出日時点において、設立年月

日は未定であります。 

 

②Endurance Thailand の概要 
（1） 名 称 ENDURANCE TECHNOLOGY SOLUTION COMPANY LIMITED(注１) 
（2） 所 在 地 98/320 Moo 1 Thait Sub District, Pakkret District, 
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Nonthaburi(注２) 
(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Director CHATUPORN RATTALAUNGSAK 

Director HARTONO LIMAN 
（4） 事 業 内 容 宿泊施設向けインターネットサービスの開発・運営 
（5） 資 本 金 1,000,000 THB 
（6） 設 立 年 月  2018年２月 26 日 
（7） 大 株 主 及 び 持 株 比 率   CHATUPORN RATTALAUNGSAK：51.0% 

tripla Singapore 社：47.0% 
HARTONO LIMAN：1.0% 
ASTRID ANASTASIA SURJO：1.0% 

(注)１．Endurance Thailand 社の商号は、「tripla (Thailand) Co., Ltd.」（「tripla Thailand 社」

と言います。）に変更する予定です。 

２．現在、移転手続中であり、移転後の住所は tripla Thai Holdings 社と同様、Phrakhanong Tai 

Sub-district, Phrakhanong District,Bangkok, 10260, Thailand となる予定です。 

 

 

３．今後の見通し 

新設する子会社及び Endurance Thailand 社（名称変更後：tripla Thailand 社）は当面の間、

非連結の予定であるため、本取引が 2025 年 10 月期連結業績に与える影響は軽微であると見込ん

でおります。今後、これらの会社の重要性が増加した場合には連結子会社となる場合がございます。

また、今後公表すべき事項が発生した場合は、速やかに開示いたします。 
 
 

以上 

 


